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中東欧諸国における福祉枠組みの再編
―― 政党政治の視点から ――（1）

仙　石　　　学

1.  ポスト社会主義の福祉再編を考える−「多様化」をいかに説明するか ?

　本稿は、体制転換期に再編された中東欧諸国の福祉枠組みについて、同じような制度的遺
産および外的環境を有していた諸国の間で新たに構築された制度に相違が生じた理由を、政
党政治を軸に説明することを試みるものである（2）。
　社会主義期における中東欧諸国の福祉枠組みは、社会主義期以前の制度から引き継いだビ
スマルク型の保険制度と、社会主義期に導入された普遍的な制度の組み合わせにより構築さ
れたもので、その基本的な特質としては、（1）「勤労を義務」とすることで形式的には完全
雇用を達成していた、（2）完全雇用と就労を前提とする保険型の社会保障制度が結びつくこ
とで、低水準ながら普遍的な福祉が一応は提供されていた（ただし貧困対策や失業時の支援
など、就労から外れた場合の制度は整備されていなかった）、（3）国による生活必需品の価
格統制や現物支給、および企業や労働組合を通して提供される福祉サービスが、人々の日常
生活の各種の需要を満たしていた、（4）男女ともに労働が義務とされたことで、特に女性の
就労を支援するための制度が整備されていた、ことなどがあげられている（Cook 2007, pp. 
33–41; Inglot 2008, pp. 25–30; Szikra and Tomka 2009, pp. 21–27; Bafoil 2009, pp. 23–26）。
この社会主義型の福祉には国ごとに異なる部分も存在していたものの（3）、その基本的な特質
は社会主義体制の崩壊まで維持されていた。
　当然ながら体制転換の後は、社会主義計画経済を前提とする福祉の枠組みは市場経済のシ
ステムとは相容れないものとなるが、それでも体制転換の直後の時期においては、企業の

 1 本稿は日本国際政治学会の 2009 年度研究大会（於：神戸国際会議場）の部会「20 年後の『1989』:
旧ソ連・東欧の政治変容」（2009 年 11 月 6 日開催）における報告のために提出したペーパーを、
本報告輯への掲載のために改稿したものである。また本稿は、科学研究費補助金「中東欧諸国
の福祉レジームの比較分析 – 比較政治経済論の視点から」（基盤研究 (C)、課題番号 21530141、
2009 年度～ 2011 年度）の成果の一部である。なお本稿の一部、特に 3 章の制度の整理、および
4 章の政党政治の説明には、筆者の別稿（Sengoku 2009; 仙石 2010 予定）に依拠している部分が
ある。

 2 「中東欧諸国」とは、広くは旧ソ連のうちバルト 3 国（ウクライナとベラルーシを加える場合も
ある）と、旧ソ連以外でかつて社会主義体制が存在していたヨーロッパの諸国を総称する表現で
あるが、本稿では 2004 年に EU に加盟した 8 ヵ国（チェコ、エストニア、ハンガリー、ラトヴィ
ア、リトアニア、ポーランド、スロヴァキア、スロヴェニア）を対象としている。

 3 一例としてイングロットは、中東欧の社会主義国の福祉給付に関して、現物給付の比重が高い東
ドイツ、ブルガリアと、保険制度に依拠する現金給付の比重が高いチェコスロヴァキア、ハンガ
リー、ポーランドという相違があったことを指摘している（Inglot 2003, p. 219）。
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民営化や通貨の交換性回復など市場経済への転換に直接かかわる制度の変革が優先された
こと、および年金制度をはじめとする既存の社会保障の制度が体制転換に伴う混乱を緩和
するために利用されたことから、福祉制度の改編は後回しにされた（仙石 2001, pp. 96–99; 
Bafoil 2009, pp. 68–69; Vanhuysse 2009, pp. 53–56）。そのような中で、経済構造の変革に
伴う失業者や貧困世帯の増加に対処するために、社会主義期には存在しなかった失業保険お
よび社会扶助の制度が各国において新たに導入されるが、危機的な経済状況の中でこれらの
給付のための支出が増加し各国の財政状況に影響を与えたことを契機として、福祉の全体的
な再編の必要性が提起されるようになり（Van Mechelen and De Maesschalck 2009, pp. 183
–187）、そこから中東欧諸国の福祉枠組みが政治的課題として取り上げられるようになった。
　この中東欧諸国の福祉枠組みの再編について、当初はグローバリゼーションの圧力や国
際機関（特に IMF と世界銀行）による構造改革の要求に対応するために、福祉レジーム論
でいうところのリベラル型もしくは残余型の枠組みへと改編される可能性が高いと考えら
れていた（いわゆる「ソーシャル・ダンピング（social dumping）」論ないし「底辺への競
争（race-to-the-bottom）」論、cf. Ferge 2001）。だがその後の経過について分析した近年の
研究が、中東欧諸国の福祉枠組みは（一部の国を除いて）リベラル型ないし残余型とは異
なるものとなっていること、およびこれらの諸国は同じような歴史的遺産や外部環境の影
響を受けてきたにもかかわらず、現在の枠組みは国により異なっていることを明らかにした
ことで（Manning 2004; Aidukaite 2003, 2006; Cook 2007; Ingrot 2008, 2009; Szelewa and 
Polakowski 2008; Potůček 2009; Sengoku 2004, 2009 など）、残余型への収斂という議論は
影響力を失うこととなった（cf. Fuchs and Offe 2009, pp. 422–424）（4）。
　だが中東欧諸国の福祉枠組みが多様化していることは認識されてきたものの、それがどの
ような形で多様化しているのか、あるいはなぜ多様化しているのかという問題は、これまで
の研究では十分には明らかにされていない。これは国ごとの相違には各国の国内要因が作用
しているという点については合意が存在しているものの、その国内要因の中でも社会主義期、
あるいはそれ以前からの「経路依存性（path-dependency）」の側面を重視するか、あるい
は社会主義体制の崩壊や EU 加盟といった、従前とは異なる対応が必要とされる「経路離脱

（path-departure）」の側面を重視するかという点において、両方の立場からの議論が提起さ
れてきたことによる（cf. 仙石 2008a, pp. 54–56）。だがこの点については、2009 年の末に出
版された中東欧諸国の社会福祉の比較分析を試みた論文集『ポスト共産主義の福祉経路：中
東欧の社会政策転換を理論化する』（Cerami and Vanhuysse, eds., 2009）における複数の論
考の議論を通して、過去の制度遺産など歴史的要因は現在の視点から見た場合には国際的な

 4 結局のところ、EU や IMF などの国際組織の作用を中心とする「外部要因」は変化をもたらす「触媒」
としては作用しているものの、実際の制度変革は各国の国内要因に規定される部分が大きいと考
えられる（cf. Sengoku 2004）。ただしこのことは、個別の制度の再編に際して国際的なアクター
の意向が作用していることを否定するものではない。一つの例として、ポーランドやハンガリー
の年金制度改革に際して、世界銀行の意向が三層制の年金制度の導入に作用したことを指摘する、
オレンシュタインの議論を参照（Orenstein 2008）。
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要因と同様に外生的な要因として作用しているもので、基本的には体制転換期における主要

なアクター間の権力政治、および権力政治に影響を与える政治的アイデアおよび価値といっ

た政治過程の作用が重要であること、そしてこの政治過程の相違が各国における経路依存な

いし経路離脱の程度に違いをもたらし、そこから制度の相違が導かれていることが示された

ことで、今後の議論は現在の政治過程を軸に行われる可能性が高くなったと考えられる（cf. 
Cerami and Vanhuysse 2009; Offe 2009）（5）。

　本稿はこの視点をより体系化して、中東欧諸国の体制転換期における福祉枠組みの再編と、

体制転換期の福祉をめぐる政治過程とを、政党政治を軸に連関させることを試みるものであ

る。政党政治と福祉の連関については、すでに西欧諸国を事例とした多数の研究が存在して

いるが、そこではいわゆる権力資源論と政党政治を結びつける形で、労働組合およびこれと

結びついた左派政党が影響力を有する場合には普遍的な福祉が整備される可能性が高く、逆

にこれらの勢力が弱い場合には残余的な福祉となる可能性が高いという議論が提起されるこ

とが多い（cf. Korpi and Palme 1998, 2003）。だが本論で検討するように、中東欧諸国にお

いては福祉を求めるアクターは必ずしも左派政党とは限らず、また労働組合の求める福祉に

ついても、その方向性は「どのような労働組合か」によって異なっているために、左派政党

および労働組合の影響力と福祉制度とを直線的には連関させられない状況にある（6）。この点

を補うために、本稿では各政党、および必要な場合には労働組合が求める福祉の具体的な「中

身」についても検討を行うという言説政治的な視点をも含めることで、中東欧諸国における

政党政治と福祉枠組みの連関を、ある程度一貫したロジックで説明できるようにすることを

目指すこととしたい。

　以下まず 2 章では議論の前提として、これまで主に西欧諸国の事例を参照基準として構築

されてきた福祉レジーム論では中東欧諸国の現状を説明できないことを示した上で、これに

代わる手法として、先に個別の福祉制度の特質を検討しその後それらの制度が全体として提

供する福祉の形を確認する「制度指向の福祉分析」という手法をとることを提起する。3 章

ではこの手法により、まず中東欧諸国の年金制度、医療保険制度、および家族支援制度の特

質を整理し、そこからそれらの制度が全体として提供する福祉のパターンが、中東欧諸国に

おいては大きく「包括的な保障を提供する枠組み」、「基礎的な保障を提供する枠組み」、「残

余的な福祉の提供にとどまる枠組み」、そして「低所得者を福祉から排除する枠組み」の 4
つのパターンに分けられることを提示する。そして 4 章において、中東欧諸国においてこの

ように異なる福祉枠組みが構築された理由を、各国における福祉をめぐる政党政治の相違か

ら説明していく。この過程において、各国間の制度の相違は福祉指向を有する政党の影響力

の相違と連関していることを明らかにすると同時に、制度的には同じ類型に属する諸国の間

でも、その制度の形成に影響力を有している政党（および事例によって政党と結びついた労

 5 ただしこの論文集の中でも、どの程度現在の政治過程を重視し、またどの程度過去の制度遺産を
考慮するかという点については、論者により相違が存在している（現状をより重視する議論とし
て Vanhuysse 2009、過去の経緯を重視する議論として Inglot 2009 など）。

 6 この点については、現在は西欧の福祉政治に関しても見直しの必要が提起されている（Carnes 
and Mares 2007, pp. 872–875）。
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働組合）の福祉指向の違いにより、制度の効果は異なっていることを明らかにする。

2.  制度指向の福祉分析−福祉レジーム論からの脱却

　これまで福祉の枠組みと福祉政治との連関を検討する場合には、その出発点として各国の
福祉の総体を一定の基準に基づいて類型化すると同時に、その類型を所与のものとして、そ
の形成過程を政治アクターとの連関から説明する「福祉レジーム論」に依拠するのが一般的
であった（Schubert et al. 2009b, pp. 4–9）。
　エスピン･アンデルセンにより提起された「3 つの福祉レジーム」論に代表される類型化
の議論は、各国の状況を比較の中で位置づけることを可能とするという意味では、一定の有
効性を有してはいる。一つの試みとして、現在の EU 加盟 27 ヵ国のうち、2004 年以前から
EUに加盟していた15ヵ国と、2004年にEUに加盟した中東欧の8ヵ国の計23ヵ国に関して、
福祉レジームと密接に関連するいくつかの指標を用いて因子分析を行ったところ、中東欧諸
国の福祉枠組みについて、福祉の給付水準は高くはないものの一応は普遍的な福祉を提供し
ているという点で、これを他の福祉レジームと区分することが可能となるという結果を導く
ことができた（補論を参照のこと）。この「不十分ながら普遍的な福祉」という分析結果は、
ハガードとカウフマンによるラテンアメリカおよび東アジアの福祉枠組みとの比較による中
東欧の福祉枠組みの位置づけや（Haggard and Kaufman 2008, 2009）、バルト 3 国を中心に
中東欧諸国の福祉枠組みの比較を行い、ポスト社会主義国の福祉枠組みについて、低水準だ
が普遍的な給付が行われている「ポスト共産主義福祉レジーム」と位置づけたアイドゥカイ
トの指摘とも一致していて（Aidukaite 2009a, 2009c）（7）、ここを出発点とすれば福祉レジー
ム論に依拠した議論を行うことができるようにもみえる。
　だが本稿では、以下の 2 つの理由から、福祉レジーム論に依拠した議論はとらないことと
する。第 1 の理由としては、中東欧諸国の福祉枠組みの相違はそれまで考えられていたより
も大きく、これを同じ「レジーム」としてグループ化することは困難であるということがあ
る。この点については、各国の福祉制度の比較（Sengoku 2009）、あるいは福祉制度の効果
の比較からも示されているが（Potůček 2009）、この相違をより明確にしたものとして、EU
に現在加盟している 27 ヵ国の福祉枠組みの包括的な比較を行ったバザントらの論考がある

（Bazant and Schubert 2009; Schubert et al. 2009b）。バザントらは社会支出の程度、福祉財
政の枠組み、福祉に関与するアクター、および福祉の基本原則（Leitmotif）という 4 項目そ
れぞれを基準として 27 ヵ国について 4 パターンの類型化を行い、その結果として（1）類型
化を行う指標が異なると、それぞれの類型に分類される国は異なるものとなること、および

（2）いずれの分類基準に従っても、類型化の結果はこれまで提起された福祉レジームと一致
しないこと、（3）そしてその過程で、中東欧の 8 ヵ国はいかなる類型化によっても同じグルー
プに属することはないことを明らかにした。EU 統合の拡大（加盟国増加）と深化（通貨統

 7 ちなみにアイドゥカイトはポスト社会主義の福祉枠組みについて、「ミクロレベルでは東欧地域（の
制度）は多様だが、マクロレベルではポスト共産主義型としてグループ化できる」と指摘してい
る（Aidukaite 2009a, p. 34）。



67

合など多面的統合の進展）が進んだ結果、限定的な特定国の事例と 2004 年以前のデータか
ら導き出された福祉レジーム論では、「拡大 EU」における福祉枠組みの形成を理解すること
は難しいとするバザントらの指摘を踏まえるならば、古い枠組みに無理矢理現状をあてはめ
るのではなく、変化しつつある現状から新しい枠組みを構築していくというやり方をとる方
が、望ましいと考えられる（cf. Schubert et al. 2009b, pp. 14–16）。
　第 2 の理由として、仮に中東欧諸国を「ポスト社会主義レジーム」としてグループ化した
としても、その形成を既存の議論で説明することは困難であるということがある。福祉レジー
ムの形成を説明するこれまでの主な議論としては、例えば左派政党およびこれと結びつい
た労働組合の影響力を重視する権力資源論や（Esping-Andersen and van Kersbergen 1992; 
Korpi 2006）、各国における優位な技術・産業と、技術習得のための労働者と使用者の連
携の可能性を議論する階級連合論（あるいは「多様な資本主義論」）（Iversen 2007; Iversen 
and Soskice 2009）などがある（8）。だが権力資源論に関しては中東欧諸国の場合、左派政党
および労働組合の影響力には明確な相違があるし（cf. 仙石 2008a）、また左派政党や労働組
合の影響力の弱いエストニアやラトヴィアで不完全ながら普遍的な福祉制度が整備されてい
るというように、これらの勢力の影響力が必ずしも福祉のあり方と結びついているわけでは
ないために、この議論をそのまま用いるのは、難しいと考えられる（仙石 2010 予定）。他
方の階級連合論は技術の汎用性を軸に、産業ないし企業に特有の技術が優位な調整型市場経
済の国では、特殊技能の修得に伴うリスクを低減するために、労使協調の元で普遍的な社会
保護（特に労働者保護の制度）が整備されるのに対して、汎用性の高い技術が優位となるリ
ベラル型市場経済の国では、労働市場の柔軟化が優先され社会保護が残余的になるという議
論を提起しているが、こちらもやはり中東欧諸国の間では相対的に汎用性の高い技術が優位
にあるバルト 3 国と特殊技能が優位なヴィシェグラード諸国およびスロヴェニアという相違
がある上に、一般技能の方が優位なエストニアやラトヴィアで労働保護の程度がある程度高
いのに対して、特殊技能が中心のハンガリーでは柔軟な労働市場の制度の導入が進んでいる
というように、理論が想定する技術と福祉の連関が存在していないという問題がある（仙石 
2010 予定）（9）。各国の制度展開を同じロジックで説明することができないのであれば、同
じレジームとして扱うことも難しいであろう。
　以上の状況を踏まえるならば、現在では中東欧諸国の福祉枠組みをレジーム的な視点から
分析することは、適切な戦略とはいえないと考えられる。これに対して本稿では、福祉の枠

 8 福祉制度の展開に関する議論としては他に、ピアソンなどにより提起された、既存の福祉枠組み
における受益層の改革への抵抗に注目する「新しい福祉政治」論もあるが（Pierson 1996）、これ
は既存の福祉枠組みの相違がその後の福祉改編の相違と連関することを提起する議論で、同じよ
うな状況におかれていた諸国の福祉枠組みの多様化を説明する議論ではないため、ここでは除外
している。

 9 さらに加えれば、最近の多様な資本主義論では、福祉と技術の連関に「選挙制度」を結びつけ、
特殊技能と包括的な福祉は比例代表制の選挙によって（逆に一般的な技能と残余的な福祉は多数
代表制の選挙によって）媒介されることを指摘しているが（Iversen 2007; Iversen and Soskice 
2009 など）、中東欧諸国では小選挙区比例代表並立制を採用しているハンガリーとリトアニア、
そして 2009 年以降のブルガリアを除いては比例代表制の制度を有しているため、そもそも前提
となる連関が中東欧諸国の場合は成立していないという問題がある。
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組みを個別の制度の組み合わせとしてとらえ、先に個別の制度の特質について整理した上で、

その全体としての「組み合わせ」がいかなる福祉を提供しているかを検討していくという方

法をとることとしたい。その理由としては、すでに多くの研究によって指摘されているよう

に、現在の中東欧諸国の福祉枠組みは、領域ごとに異なる原理の制度が並存している「ハイ

ブリッド」状態にあり、その特質を理解するためには、まずそれぞれの制度ごとの現状を把

握することが必要であること、および福祉をめぐる政治過程においてアクターが実際に追求

しているのは具体的な制度構築に関してであり、アクターが福祉レジームの総体を構築する

ことを求めているわけではないことによる（cf. Cerami and Vanhaysee 2009, p. 5）（10）。

　個別の制度の特質を把握するところからはじめて、それらの制度が全体として提供する福

祉のあり方を検討する方法としては、コルピとパルメが提起した制度分析の手法がある。コ

ルピとパルメは、福祉レジーム論は異なる政策の政治的起源を説明するためには有効であ

るものの、そのモデルの中に原因と中間変数、そして結果が混在しているために福祉国家

がもたらす「効果」を説明することには限界があるとして（Korpi and Palme 2003, pp. 430
–431）、各国における福祉制度の相違が貧困や不平等に影響を与えていること（Korpi and 
Palme 1998）、あるいはいわゆる「新しい福祉政治論」に対抗して労働運動や左派政党の影

響力の違いと福祉の削減の程度とが連関していることを指摘するために（Korpi and Palme 
2003）、福祉国家の個別の制度と福祉をめぐる政治とを連関させたモデルを提起した。この

モデルの概要は、以下の通りである。

1）各国の福祉制度の相違は、その国における利益勢力の配置の違いから導かれるが、同時

に一度構築された福祉制度はその後の利益勢力の関係や福祉をめぐる政治に影響を与える。

2）福祉制度は、以下の 3 つの基軸に基づいて分類される。

　a）受給資格の基盤：これは「所得調査により規定される必要性」、「保険料納付」、「特定

の職業カテゴリーへの所属」、「市民（国民）であること」の 4 つのパターンがある。

　b）給付レベル：これは「所得調査に基づく最低給付」、「定額給付」、「報酬比例」の 3 つ

のパターンがある。

　c）社会保障プログラムの運営方式：これは「労使協力」の有無により分類される。

3）上の基軸をもとにすると、福祉制度はそれぞれの制度が設定する社会保障の受給者の範

囲の相違から、以下の 4 つのパターンに分類することが可能となる（11）。

　a）選別型（Targeted）：所得調査により規定される「福祉が必要な人々」に、最低限の給

付を行う制度

　b）国家コーポラティスト型（State corporatist）：特定の職業カテゴリーへの所属と保険制

度への加入に応じて、福祉が提供される制度。一般にこの制度は、労使協力の下で運

 10 より包括的な福祉レジーム論に対する批判と、個別制度への注目の必要性を提起した議論として、
カシャの論考を参照（Kasza 2002）。

 11 コルピとパルメは論文ではこの 4 つに加えて、任意加盟の互助組織などに国家が補助を行うタイ
プ（Voluntary state–subsidized）を含めた 5 つのパターンを提示しているが、現在主要国でこの
パターンを採用している国は存在しないため、本稿ではこの枠組みは除外している。
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営される。

　c）基礎保障型（Basic security）：市民であることもしくは保険制度に加入していることの

いずれかを条件に、定額もしくは低いレベルの比例報酬の給付を行う制度

　d）包括保障型（Encompassing）：全市民への定額給付（最低保障）と職域を超えた比例

報酬の給付を組み合わせて、低所得者層から中間層に至る広い範囲の層に給付を行う

制度。

4）それぞれの制度は、各国の福祉政治と密接に連関している。一般に選別型や基礎保障型は、

福祉の給付を受ける低所得者層と福祉の枠組みの外に私的に生活保障を求める中間層との間

での利害対立を生じやすく、特に負担のみを求められる中間層の側は福祉削減を求める傾向

が強くなるのに対して、コーポラティスト型や包括保障型の場合は中間層も含めて広く公的

福祉の拡充を求める傾向がある。

　コルピとパルメは、この制度を軸にしたモデルを通して、選別型や基礎保障型のように中

間層を制度から排除する制度は結局のところ受益者と負担者の間の対立を招き、その結果と

して制度の十分な拡張が望めなくなること、そこから「必要なところに重点的に福祉を与え

る」制度は福祉削減の可能性がより高くなり、そのためにかえって所得の不平等や貧困を拡

大させることを提示した。このように、個別の制度のあり方に着目することで、制度とアク

ターの関係を具体化することが可能になり、そこから制度の形成過程やその効果を具体的に

分析するできるようになることが、このモデルの大きな利点となっている。

　ただコルピとパルメは、老齢年金や疾病休職時の所得補償、あるいは失業や労災時の所得

補償など個別の制度のあり方を前提として全体としての福祉枠組みの特質を整理しているも

のの、対象事例が西欧諸国を中心とする先進国に限定されていたため、制度の組み合わせに

よる最終的な類型化は、実質的に福祉レジーム論が提起するレジーム類型と同一のものと

なっている（「基礎保障型」もしくは「選別型」が「自由主義型」と、「国家コーポラティス

ト型」が「保守主義型」と、そして「包括保障型」が「社会民主主義型」とそれぞれ対応し

ている）。これに対して本稿では、まず個別の制度の現況を整理し、それぞれの制度が上の

コルピとパルメにより提起された類型のいずれに相当するかを個別に確認した上で、それら

の制度が全体としてどのような形の福祉を提供しているかについて帰納的に検討していく、

「制度指向の福祉分析」の手法をとることとする（cf. Sengoku 2009）。最初から特定の類型

を前提とするのではなく、制度から帰納的に全体像を考えていくことで、特定の類型にとら

われない多様な制度の組み合わせを検討すること、およびさまざまな制度の組み合わせが形

成された過程を具体的に検討することが可能となると考えられる（12）。

　次章では中東欧諸国の福祉制度の現状について、具体的な制度をもとにその特質を整理し、

そこから全体として構築された福祉枠組みの形を確認していく。

 12 なおこの個別の制度のあり方を積み重ねて全体の特質を考えるという方法で、類型化の基準をよ
り厳格に規定したものとして「ファジーな理念型分析（Fuzzy set ideal types analysis）」と称され
る手法がある。この手法で中東欧諸国の育児支援に関する類型化を行った研究として、Szelewa 
and Polakowski (2008) がある。
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3.  中東欧諸国の福祉枠組み−個別の制度とその総体

　本稿で分析の対象とする制度としては、ひとまずほとんどの住民が利害関係者となり、か

つその形成や改編においてさまざまなグループが政治過程に関与する制度として、退職後の

生活保障に対処する公的年金制度、疾病や事故に伴うリスクに対処する公的医療保険および

病気・事故による休業の際の補償、そして子育てに伴う各種のリスクに対処する家族支援の

制度を取り上げることとする（13）。また制度の類型化の手続はコルピとパルメに従い、以下

の 3 段階の手順をとることとする（Korpi and Palme 1998, pp. 669–670）。

1）資力調査の有無による分類（選別型が区別される）

2）職種ごとに異なる複数のプログラムの並存（コーポラティズム型が区別される）

3）プログラムのカバーの範囲および給付の比例代表制の程度（基礎保障型と包括保障型が

区別される）

　以下この手続きに従って、それぞれの制度を分類していく。

3-1.  公的年金制度
　まず最初に公的年金制度に関しては、年金の強制加入の範囲、および年金額の比例報酬度

を元にすると（14）、中東欧諸国の事例は次のパターンに分けることができる（表 1 および仙

石 2007a も参照）。

a）包括保障型：エストニア、ラトヴィア、スロヴェニア

b）基礎保障型：チェコ、リトアニア、ポーランド、スロヴァキア

c）いずれにも該当しない :　ハンガリー

　年金制度に関しては、中東欧諸国の場合選別型およびコーポラティズム型に相当する制度

は存在しない（15）。包括保障型の 3 ヵ国に関しては、年金制度の対象が全国民（エストニア）、

もしくは広い範囲の国民を対象としていて（ラトヴィアとスロヴェニア）、かつ最低年金と

 13 この 3 つの制度は、イングロットの歴史過程分析でも対象とされている（Inglot 2008, p. 10）。こ
こでこれらの制度のみを取り上げることは、教育や貧困、社会的包摂、あるいは障がいや介護の
問題が福祉において重要ではないということを意味するものではないが、中東欧諸国におけるこ
れらの領域に関する研究はまだ十分ではなく、本稿では議論を十分に拡張することはできなかっ
たため、これらの領域を含めたより包括的な福祉のあり方については、別に議論を行うこととし
たい（労働と福祉の連関については、仙石 2010 予定も参照）。なお現在の中東欧諸国の教育・労働・
福祉制度について詳しくは、Kogan et al. eds. (2008) による整理を参照。本稿の制度面に関する
記述は基本的に、同書と MISSOC のデータに依拠している。

 14 年金の比例報酬度については、保険料の上限と年金の代替率により判定を行っている。保険料の
上限が低い場合は年金支給の上限も低くなるため、また賃金代替率が低い場合は従来の賃金水準
が保障されなくなるため、いずれの場合も中間層は別の制度を利用して所得を確保する可能性が
高くなる。

 15 ポーランドのみ、農民層に対する個別の年金制度（KRUS）が存在しているが、被用者はすべて
全国一律の年金制度に統合されていて、かつ制度が労使協力により運営されているわけではない
ことから、原則は一元的年金制度と考えてよいであろう。
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高いレベルの比例報酬年金とが並存しているのに対して、基礎保障型の国は年金制度の対象
となるのが原則として被用者に限られ、かつ比例報酬度も低いか（リトアニア、ポーランド、
スロヴァキア）、もしくは対象となる範囲は広いが比例報酬度が低いか（チェコ）のいずれ
かの状態にある。なおハンガリーについては、年金の対象となる範囲が広くまた比例報酬度
も高い（ただし上限は低い）点で包括保障型に近いが、最低保障年金がなく低所得者層につ
いては年金制度の対象から除外している（社会扶助による支援を前提としている）ことで基
礎保障に当たる部分が欠落しているため、上の類型には当てはまらないものとなっている。

3-2.  公的医療保険制度
　公的医療保険制度については、制度のカバーの範囲、および疾病による休業補償の程度を
元にすると（16）、次のようなパターンに分類することができる（表 2 参照）。
a）包括保障型：エストニア、ラトヴィア、スロヴェニア
b）基礎保障型：チェコ、リトアニア、スロヴァキア
c）いずれにも該当しない：ハンガリー、ポーランド

表 1　中東欧諸国の年金制度

対象
（任意加入を除く） 年金額計算方式 d） 保険料上限 e）平均賃金に対

する代替率 f） 
平均賃金 2 倍に
対する代替率 f）

Czech Republic ほぼ全住民 a） 最低保障＋報酬比例 なし 44.4 25.4
Estonia 全住民 最低保障＋報酬比例 なし 51.6 48.2
Hungary ほぼ全住民 a） 報酬比例 225% 75.4 75.4
Latvia ほぼ全住民 a） 基礎年金＋報酬比例 500% 58.2 58.2
Lithuania 被用者 基礎年金＋報酬比例 500% 53.4m g） 45.2m g）
Poland 被用者 b） 基礎年金＋報酬比例 300% 56.9m g） 56.9m g）
Slovakia 被用者 最低保障＋報酬比例 300% 48.6 48.6
Slovenia 広く被用者 c） 最低保障＋報酬比例 最低賃金 9 倍 68.7 n.a.
 （出典）Sengoku (2009）および MISSOC　

（注） a) 「ほぼ全住民」とは、被用者のみでなく自営業者や失業者、学生、育児期間など年金の強制加
入の対象が広く認められている事例。

 b) ポーランドにおいては、農民を対象とした別の年金制度が存在している。
 c) 「広く被用者」には、自営業者と農民、失業者が含まれるが、（1）と異なり働いていない人（学

生など）は対象に含まれない。
 d) 年金額計算における「最低保障」は一定水準の生活を保障するため、計算された年金額が一定

水準に達しない場合に一定額までの支給を補償する制度。「基礎年金」は報酬比例とは別に、全
員に定額支給されるもの。

 e) 平均賃金に対する保険料の比率による。これが高いほど、高所得層の所得補償も公的年金で行
うこととなる。　

 f) いずれも税引き後のネットの所得の代替率。
 g) リトアニアとポーランドにおいては、男女で支給基準が異なっている。ここは男性の場合をあ

げている。

 16 医療保険の比例報酬度については、給付の賃金代替率と給付上限により判定を行っている。給付
上限が低い場合、および賃金代替率が低い場合は、疾病時に就労時の賃金からの減額が大きくな
るため、中間層は民間の医療保険を利用する可能性が高くなると判断している。
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　エストニア、ラトヴィア、スロヴェニアの 3 ヵ国は、いずれも全住民ないしそれに近い範
囲の住民を保険でカバーし、かつ疾病の際の休業補償が高めとなっていることで、中間層を
も公的制度の対象とする包括保障型に分類している。これに対して、チェコ、リトアニア、
スロヴァキアは広い範囲の国民を対象としているものの、休業補償の賃金代替率ないし給付

表 2　中東欧諸国の医療保険および疾病休業補償

主な対象 疾病給付の賃金代替率 給付上限
Czech Republic 全住民 最大 72% 1 日 606 コルナ
Estonia 保険料負担者 a） 80% なし
Hungary 被用者とその扶養者 最大 70% なし
Latvia 全住民 最大 80% なし
Lithuania 保険料負担者 a） 最大 85% 平均賃金の 350%
Poland 被用者とその扶養者 原則 80% 平均給付の 200%
Slovakia 全住民 最大 80% 1 日 350 コルナ b）
Slovenia 保険料負担者 a） 最大 100% 被保険者の給与

（出典）Sengoku (2009）および MISSOC　
（注） a) 子どもや年金受給者など他の制度の対象とならない住民に対して国が保険料を負担し、実質的

に全国民を対象としている。　
 b) ユーロ導入（2009 年 1 月）以前の値。

表 3　中東欧諸国の育児支援制度

乳児期の在宅育児
支援 育児休暇制度 公的就学前教

育カバー率
就学期の児童手当

制度 育児期間の年金
制度での考慮

制度有無 手当額 制度有無 所得補償 a）0–2 歳 3–5 歳 資産調査 手当額 b）
Czech ○ 定額 c） × 2 70 あり 変動 ○
Estonia ○ 定額 ○ 100% 12 76 なし 定額 ○
Hungary ○ 定額 ○ 70% 7 79 なし 変動 ○
Latvia ○ 定額 ○ 70%d） 18 69 なし 変動 母親のみ○
Lithuania × ○ 100%e） 11 56 なし 変動 ×
Poland × ○ 定額 2 30 あり 変動 ○ f）
Slovakia ○ 定額 ○ 定額 3 67 なし 定額 ○
Slovenia △ g） 定額 ○ 100％ 24 77 あり 変動 ×

（出典）仙石（2009）、ただし近年の変更は Schubert et al. eds.(2009）の関連する章で補足。
（注）  a) おおむね過去 1 年の平均収入に対する代替率
 b) 「変動」は子どもの数や年齢で支給額が変わるもの。なおエストニアは定額だが、子ども 3 人

以上で増額される。
 c) 期間と額の選択が可能で、短期（2 年）で月額を多くするか、減額した月額で長期（3 年ないし 4 年）

受給するかを選択する。
 d) 2 年目は定額
 e) 2 年目は 85％
 f) 就労者が育児休暇を取得した場合のみ。非就労者の在宅育児は対象外。
 g) 社会保険制度でカバーされない層が対象となるが、実質的に国民皆保険に近い状態のため支給

されるのは限定的な場合である。
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上限が低いため、中間層は民間の医療保険などを利用する可能性が高くなることで基礎保障

型となり、またハンガリーとポーランドは失業中の場合などはカバーされるものの制度的に

無保険者が出る可能性がある点で、いずれにも該当しないものとして扱っている。

3-3.  家族・育児支援
　最後に家族・育児支援については、乳幼児の育児を支援するための枠組みとして乳児期の

在宅育児支援、育児休暇、公的就学前教育、および就学期の児童手当の制度を元にすると、

次のような分類が可能となる（表 3 および仙石 2009 参照）。

a）包括保障型：エストニア、ラトヴィア、スロヴェニア

b）基礎保障型：ハンガリー、スロヴァキア

c）選別型：チェコ、ポーランド

d）いずれにも該当しない：リトアニア

　エストニアとラトヴィアに関しては、就労せず家庭で育児を行う場合、就労している人が

一時的に育児休暇を取る場合、および就労している人が仕事をしながら育児を行う場合のい

ずれの場合にも対応可能な制度が整備されていて、かつ育児休暇時の高い所得補償（ラトヴィ

アはやや落ちるが）、および資産調査のない児童手当がある点で中間層をも対象に含む制度

となっている。スロヴェニアについても、児童手当に資産調査があるもののその基準となる

額が高く、子供がいる全世帯の 88 パーセントが受給対象となっていることから（Stanovnik 
and Čok 2009, pp. 239–240）、実質的には普遍的な包括保証型に近い制度とみなしてよいで

あろう。これに対してハンガリーとスロヴァキアでは、基本的にはエストニア、ラトヴィア

同様の多様な対象を対象とする制度が導入されているものの、育児休業の所得補償が低く、

また 3 歳未満の就学前教育の枠組みが十分に整備されていないため、ある程度所得のある層

は公的制度以外の枠組みを利用する可能性が高くなっている点で、基礎保障型に近い制度と

なっている。そしてチェコとポーランドに関しては、チェコは在宅支援、ポーランドは育児

休暇以外の制度が不十分で、その給付も少なく、さらに児童手当も資産調査ありという点で、

公的枠組みによる家族支援は限定的な範囲にとどめられている（17）。最後にリトアニアに関

しては、在宅育児支援および育児期間の年金考慮が欠如していることで家庭で育児を行うこ

とに対する配慮が不十分だが、高いレベルの所得補償を行う育児休暇制度とある程度の就学

前教育制度が整備されていることで、働いている人に対する育児支援は手厚いという点で、

いずれのタイプにも属さないものとなっている。

3-4.  福祉制度の組み合わせ−どの層を対象としているのか 
　以上の制度の現状から考えると、中東欧諸国の場合の福祉制度の組み合わせは、おおよそ

以下のように分けることが可能となると考えられる。

 17 ちなみにこのような制度は、女性の就労を阻害する可能性も高い。例えばチェコの制度では「働
いていない層」に対する手当が手厚くなることから、児童手当制度や在宅育児支援制度が、相対
的に賃金の低い低所得者層の女性の離職を促すことが指摘されている（Ripka and Mareš 2009, p. 
112）。
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a) 包括保障型ないしそれに近い制度の組み合わせにより、相対的に普遍的な福祉が提供され

ている：エストニア、ラトヴィア、スロヴェニア

b) 基礎保障型ないしそれに近い制度の組み合わせにより、低所得者層を優遇する福祉が提供

されている：チェコ、リトアニア、スロヴァキア

c) 福祉の対象が限定的もしくは給付水準が低く、全体として選別型に近い制度の組み合わせ

が存在する：ポーランド

d) いずれのパターンにも当てはまらない（福祉の対象が所得のある中間層に厚く、所得の低

い人が福祉から抜け落ちる可能性が存在する）：ハンガリー

　中東欧諸国の場合、いくつかの制度において「働いて所得を得ている人はカバーされるが、

働いていない人が制度から抜け落ちる」という、コルピとパルメが提起した制度類型では想

定されていない制度が存在しているために、制度を明確に分類することは難しい状態にある

が、それでも制度が全体として対象とするグループを考えた場合、基礎的な保障と報酬比例

的な要素の両方をおおむね有していて、中間層と労働者の両方をカバーすると考えられるエ

ストニア、ラトヴィア、スロヴェニアの 3 カ国と、基礎的な保障が中心で中間層が公的福祉

以外の制度を利用する可能性が高いチェコ、リトアニア、スロヴァキアの 3 カ国、基礎的な

レベルにおいても保障レベルが不十分なポーランド、そしてある程度の所得がある層が優遇

され、逆に低所得者層への配慮が少ないという、従来の福祉制度に関する議論では想定され

ていない逆進的な形の制度が構築されているハンガリーという形で、各国の福祉枠組みを分

類することは可能であると考えられる。

　ではこのような制度の相違はなぜ生じたのか。次章ではこの問題について、福祉制度をめ

ぐる政治から議論していく。

4.  福祉枠組みと政党政治−誰のための「福祉」か

　先に整理したように、コルピとパルメにより提起された制度と政治の連関に関する議論で

は、選別型や基礎保障型の制度が存在する場合には、制度に含まれる層と含まれない層の間

の利害対立が政治過程の軸となるのに対して、包括保障型の制度が整備される場合には、中

間層を含めた広範な社会層が福祉の拡充で合意する可能性が高いというように、福祉制度の

相違は国ごとの利益勢力の配置と連関していることが想定されている。では中東欧諸国の事

例においてはどうか。

　この点を確認する上で参考となるのが、体制転換後の 1991 年から 2004 年の間に成立し

た政府の左右位置および福祉政策指向をスコア化した指標（表 4）である（18）。左右位置の

スコアは政権に参加した政党の政策位置を基準としていて、プラスの値は右派的な傾向、マ

イナスは左派的な傾向が強くなることを表している。福祉指向のスコアについては、値が大

 18 このスコアは、主要国の政党・政府の政策指向をマニフェストなどをもとにスコア化した、クリ
ングマンらのデータを利用して作成したものである（Klingemann et al. 2006）。
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表 4　中東欧諸国の 1990 〜 2004 年の間の政府の左右位置および福祉政策への態度

国名 政府
成立年

左右
位置

福祉
位置 国名 政府

成立年
左右
位置

福祉
位置 国名 政府

成立年
左右
位置

福祉
位置

Czech
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1990 14.37 1.20 Lativia
　

2004 –2.48 17.02 Slovakia 2002 22.04 6.09 
1992 17.56 4.54 平均 4.26 13.23 平均 6.06 8.12 
1993 17.56 4.54 標準偏差 6.73 6.97 標準偏差 9.63 3.52 
1996 16.08 6.03 Lithuania

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1992 28.81 5.93 Slovenia
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1990 –12.02 13.31 
1998 0.26 8.02 1993 28.81 5.93 1992 18.24 6.35 
2002 –4.51 16.29 1996 28.81 5.93 1993 23.09 10.50 
2004 –4.51 16.29 1996 13.86 6.35 1994 29.65 10.57 
2005 –4.51 16.29 1999 16.91 6.19 1996 38.25 11.30 
平均 6.54 9.15 1999 15.70 6.35 1997 –1.67 14.76 

標準偏差 10.70 6.21 1999 15.70 6.35 2000 2.23 17.76 
Estonia
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1992 1.54 9.29 2000 0.60 6.00 2002 2.24 17.19 
1995 –0.16 15.66 2001 –7.73 11.07 2004 2.00 17.70 
1995 7.95 12.96 平均 15.72 6.68 平均 11.33 13.27 
1996 5.74 13.64 標準偏差 12.73 1.66 標準偏差 16.63 3.94 
1997 –0.16 15.66 Poland

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1991 18.69 6.81 
1999 7.20 16.20 1992 19.31 6.56 
2003 0.53 17.99 1992 23.74 3.80 
2005 2.07 15.99 1993 25.76 3.66 
平均 3.09 14.67 1993 –11.53 14.53 

標準偏差 3.35 2.67 1995 –9.43 12.40 
Hungary
　
　
　
　
　
　
　

1990 4.59 3.83 1996 –9.43 12.40 
1993 4.59 3.83 1997 12.65 15.63 
1994 11.71 11.95 2000 17.02 14.36 
1998 7.71 9.41 2001 2.75 13.07 
2002 –8.86 20.15 2003 –3.70 14.78 
2004 –8.86 20.15 2004 2.75 13.07 
平均 1.81 11.55 平均 7.38 10.92 

標準偏差 8.67 7.37 標準偏差 13.77 4.42 
Latvia
　
　
　
　
　
　
　

1993 13.08 3.60 Slovakia
　
　
　
　
　
　

1990 –7.03 6.76 
1994 16.96 4.06 1991 19.75 1.23 
1995 2.89 21.63 1992 2.44 9.76 
1997 2.89 21.63 1993 2.62 9.38 
1999 3.67 9.12 1993 2.44 9.76 
2000 3.67 9.12 1993 2.62 9.38 
2002 –3.87 15.47 1994 10.96 6.68 
2004 1.52 17.39 1998 –1.27 14.03 

［出典］Sengoku 2009, pp.170–171（元のデータは Klingemann et al. (2006）による）。
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きいほど福祉への指向が強いことを表している。このデータからは、包括的な福祉枠組みを
有しているエストニア、ラトヴィア、スロヴェニアでは、これまでの政府の福祉指向は政府
の左右位置とは関係なく高くなっているのに対して、福祉が基礎保障を中心とするチェコお
よびスロヴァキア、および基礎保障は弱いが福祉そのものはある程度整備されているハンガ
リーでは、政権ごとの福祉指向の変動が激しく、他方チェコなどと同じ基礎保障的な制度を
有しているリトアニアは、政府の福祉指向は政権にかかわらず全体として低いことを確認す
ることができる（19）。ここから現在の中東欧諸国の福祉枠組みの再編に際しては、福祉をめ
ぐる政党政治のあり方－主要政党が全体として福祉を重視しているか、政党が福祉に関心を
有していないか、もしくは福祉が政党システムにおける対立軸の一つとなっているか－が、
影響を与えている可能性が高いと考えられる。
　そこでひとまずここでは、前章で分類した福祉枠組みのパターンごとに制度の構築と政党
政治の連関について検討することから、ポスト社会主義の中東欧諸国における福祉枠組みが
多様化した理由を明らかにしていくこととしたい。

4-1.  包括的福祉を指向する国の事例−エストニア、ラトヴィア、スロヴェニア
　この 3 ヵ国においては、中間層を含めた幅広い層を対象とする福祉枠組みが整備されてい
るが、これの諸国では政党の左右位置とは別に福祉の整備で政党間に一定の合意があり、福
祉のあり方そのものが政治的な対立軸とならなかったことが、福祉枠組みの拡充と連関して
いると考えられる。
　ただし具体的な福祉のあり方を検討した場合、スロヴェニアとエストニア・ラトヴィアの
間には相違が存在する。まずスロヴェニアに関しては、経済的左右軸における主要政党間の
対立はあるものの、他方で福祉国家の形成や欧州統合など主要な政策目標に関して、左右の
間では一応の合意が存在していた。加えてスロヴェニアの場合、女性を含めた幅広い層が加
入する労働組合が、三者協議の枠組みなどを通して社会・経済政策にも影響を与えることが
可能な状態にあり、この組合が福祉のリベラル化を抑止する勢力として作用している（以上
詳しくは仙石 2008, pp. 56–57; Sengoku 2009, pp. 185–186 参照）。このような状況から、ス
ロヴェニアでは低所得層からある程度の所得を得ている層まで、働いている人全般を広く対
象とする制度が形成されることとなる（20）。
　これに対してエストニアとラトヴィアの場合、中道ないし右派政党が福祉制度を整備する
主体となってきたことで、福祉枠組みがスロヴェニアとは異なる形で整備されることとな
る。エストニア、ラトヴィアの両国とも、体制転換の初期に深刻な経済危機を経験したこ

 19 なおポーランドについては、このデータの対象とする 2003 年から後の時期に政党システムに大
きな変化があったことで、現在の福祉水準の低さとデータにおける政府の福祉指向の高さの間に
はずれが生じている。この点については 4.3 で説明している。

 20 ただし女性への就労支援が整備されていることは、必ずしも女性の地位が保障されていることと
結びついているわけではない。一例として、スロヴェニアでは公的育児支援制度の整備や個人単
位の税制の導入によって女性の就労は促進されているものの、他方で伝統的な家庭での女性とし
ての役割も引き続き期待されているため、しばしば女性が社会主義期以来の「二重の負担」を強
いられていることが指摘されている（Kolarič et al. 2009, pp. 449–450）。
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とで、他の東欧諸国同様に左派政党への支持の揺り戻しが生じる可能性は存在していた。だ
がいずれの国においても、左派政党は内紛や組織運営のまずさのために、議会において議席
を獲得できるほどの安定した支持を獲得できなかった（Aidukaite 2009c, pp. 102–107）。加
えて両国では、主要な政党が反ロシア的な主張を強めることで、経済改革で影響を受ける社
会的弱者層とロシア語系住民が提携して反改革的な政党が支持を集めることを抑制してい
た（Vanhuysse 2009, pp. 60–67）。そこからこの両国においては、中道・右派政党が一律税
制の導入や規制緩和などのリベラル指向の経済政策を進めながら福祉の充実をも主張するこ
とが可能となり、そこから福祉は政党間の対立軸とはならなくなっている。ただこのような
事情から、両国においては基礎的な生活保障と中間層の所得補償の両方をカバーする普遍的
な制度が導入されているものの、実際には労働組合や左派政党の影響が弱いことから再配分
的な生活保障の側面は弱く、むしろリベラル的な「機会平等」が重視される制度となってい
る（Rajevska 2009, pp. 329–330）（21）。加えてそのために、最後にみるように両国の福祉枠
組みは低所得層の生活保障や格差の是正には有効に機能していないことも指摘されている

（Masso and Paas 2007, p. 155; Trumm and Ainsaar 2009, pp. 166）（22）。

4-2.  基礎的な保障を指向する国の事例−チェコ・リトアニア・スロヴァキア
　このグループにおいては、チェコ・スロヴァキアとリトアニアとを区別する必要がある。
まずチェコとスロヴァキアに関しては、先の表 4 のデータからも、政府の左右位置、およ
び政府の福祉指向のいずれも政権ごとの差が大きく、政権によって政策指向にぶれがあるこ
とがわかる。この点について、現在のチェコおよびスロヴァキアでは、基本的に経済政策の
違いに基づく左右軸が政党間の対立軸となっていることが指摘されているが（Hloušek and 
Kopeček 2008; 林 2009 など）、この経済政策の指向の相違は福祉への態度の相違とも連関し
ていて、労働組合を支持基盤として福祉の拡充を求める左派系の（諸）政党と、これに対抗
し中間層の支持に依拠する福祉の整備には消極的なリベラル系の（諸）政党という対立軸が、
この両国では有効に機能している。そしてこのために両国においては、労働者を中心とする
福祉の「インサイダー」と、公的福祉だけでは不十分な中間層などの「アウトサイダー」と
が分かれる制度が導入されることとなる。他方でこのような状況の下では、政権の交代が従
来の制度の改編と結びつくことも多く、そのために制度の頻繁な改編が行われてきたことか

 21 そしてその結果として例えばエストニアでは、若年、大卒、既婚者、ネイティヴ・エストニアン
などの「勝ち組」と、高齢者、単身者、低学歴、ロシア語系住民などの「負け組」が分かれてい
ると指摘されている（Aidukaite 2009b, p. 128）。

 22 なおエストニアとラトヴィアを比較した場合、エストニアでは雇用者のみが（失業保険を除く）
社会保険料を負担する制度や包括的な女性労働支援など、より普遍的な制度が導入されているの
に対して、ラトヴィアでは自己責任の程度が高い年金制度や医療保険を利用する際の窓口での医
療費一部負担など、より市場要素の強い制度が導入されているが、これについては労働組合の活
動の差が影響している可能性が高い。両国とも労働組合の影響力は限定的であるが、それでもエ
ストニアの組合は労働者や女性の利益を重視する組合が自らの利益を主張してきたことで、その
意向がある程度反映された制度が導入されたのに対して、ラトヴィアの組合はそのような主張を
することが少ないために、福祉再編でも専門家や外国機関の意向の方が反映されることが多くなっ
ている（cf. Sengoku 2009, pp. 165–168）。



78

ら、この両国の状況は「改革の実験室」（Wientzek and Meyer 2009, p. 474）と称されるこ
ともある。他方で政権交代に伴う制度の変革は、必ずしも制度の全面的な変更を伴うもので
はなく、ほとんどの場合はその部分的な修正にとどまるために、結果として両国では異なる
指向を有する制度が並存する状況が現れることとなる。
　まずチェコについては、リベラル指向の市民民主党と労働者指向の社会民主党の関係を軸
に考えることが可能である。1990 年代中期の市民民主党のクラウス（Václav Klaus）政権
の時期には、一方で家族政策など政治的抵抗の小さい領域で選別型の制度が導入され、他方
で政治的抵抗が予想される年金制度などはこれを「放置」することで、その制度の実質的な
機能を小さくする方針がとられていた。その後社会民主党が政権を取ると、社会民主党と密
接に結びついた労働組合の意向から、他の中東欧諸国の大半において実施された、労働者の
福祉に影響する年金制度の基金化や医療制度の民営化などは回避される反面、労働組合の関
心の低い女性の就労支援や家族政策では、引き続き残余型の制度が存続することとなる（仙
石 2009）。その後 2006 年に再び市民民主党を中心とする連立政権が成立すると、この政権
は財政均衡の重視という視点から福祉の抑制を試みるが、他方でこの時期の与党は議会で絶
対多数を有していなかったことで左派政党や労働組合との妥協も必要であったために、やは
りロビーが存在する年金制度において支給水準を維持する反面で、他の社会支出を抑制して
財政をコントロールするという戦略を採っていた（Ripka and Mareš 2009, pp. 103–4）。こ
のような変遷の結果としてチェコでは、労働者に対しては普遍的だが、働いていない層や所
得の高い層に対しては選別的な要素の強い制度が構築されることとなる。
　他方のスロヴァキアにおいては、政党システムが確立していなかった時期には、影響力の
ある労働組合（スロヴァキア労働組合連合（KOZ SR））が福祉を重視する政党をアドホッ
クに支援するという戦略をとっていた（仙石 2008a, p. 58）。組合は 1990 年代中期には、メ
チアル（Vladimír Mečiar）が率いるスロヴァキア民主運動（HZDS）との提携により福祉に
関する要求を実現させていたが、スロヴァキア民主運動が労組から大企業を重視する政策に
転換すると、1998 年の選挙では反スロヴァキア民主運動のグループを支持し、このグルー
プが選挙で勝利するための大きな力となった。だがこのとき首相となったズリンダ（Mikulas 
Dzurinda）が、次の 2002 年の選挙後に保守・リベラル政党を中心とした連立政権を形成す
ると、年金制度の多層化や医療費の一部窓口負担導入、あるいは最低生活保障の削減など、
一連の福祉の市場化を推進したために労組が再度反発。その結果として 2006 年の選挙では、
労働組合の支持を受けた左派の「方向（Smer）」を軸とするフィツォ（Robert Fico）政権が
成立し、この政権の元で窓口一部負担の廃止など、福祉における市場化からの路線転換が進
められることとなった。ただしフィツオ政権は、労働者の抵抗の強い給付削減の修正などは
行ったものの、年金制度の三層制や一律税率の税制など、前政権が導入した市場的な経済・
福祉の枠組みそのものの大枠は維持していること、およびチェコと同様に、労働組合が家族
の問題に対する関心が低いことから、スロヴァキアの福祉枠組みもチェコと同様の、基礎保
障型と残余型の制度が並存するものとして位置づけられることになる（Wientzek and Meyer 
2009, pp. 470–475）。
　このようにチェコとスロヴァキアの両国では、政権交代のたびに異なる思想の制度が導入
され、またそれが次の政権交代後に一部は残され一部は改編されることで、この両国では基
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礎保障とと残余的な側面の両方を含む福祉制度が構築されることとなる。またこの両国では
労働組合の影響力が強いものの、この両国の労働組合は男性の現業労働者が主たる構成員と
なっていることから、福祉枠組みもその意向を反映して、中間層を排除した基礎保障的な制
度で、かつ女性に対する福祉の整備が進まない、いわゆる「男性稼ぎ手モデル」的な性格の
強い制度となっている（cf. 仙石 2009）。
　これに対してリトアニアの場合、基礎保障的な福祉制度は政党政治の産物というより、む
しろ福祉が政党政治の対象とならなかったことの結果、社会主義期の制度が残存していると
みなすのが適切であると考えられる。リトアニアでは政党の左右対立は存在するもののその
対立軸は過去に対する評価や現在の文化などの価値にかかわる問題が中心で、左派が必ずし
も福祉に関心を有しているわけではないという状況にあった（Aidukaite 2009c, p. 104）。こ
の点については、旧共産党の実質的な後継政党となる民主労働党（LDLP）および社会民主
党（LSDP）が、いわゆる「浄化政策（lustration）」を政策の対立軸としないように他の政
党とできるだけ妥協する戦略をとり、そこから経済面においては市場化や民営化を支持し
てきたために、左派が福祉を推進する勢力とならなかったことが影響している（Clark and 
Pranevičiūte 2008, p. 458）。この結果として、体制転換後のリトアニアでは福祉の問題が政
治的な論点とならず、そのために福祉制度の整備は遅れることとなる。だが反面で、福祉へ
の関心が低いことは先のチェコにおけるクラウス政権の事例と同様に、既存の制度の改編を
遅らせる作用を果たし、結果としてリトアニアではソ連型福祉に近い、基礎保障に女性の
就労を促進する育児支援を組みあわせた制度が、最近まで存続することとなる（Aidukaite 
2003, pp. 415–417）。

4-3.  残余的な福祉枠組みが形成された事例−ポーランド
　ポーランドの事例については、時間の経過に伴う政党の対抗関係の変化を考慮することが
必要である。ポーランドにおいては、1993 年の民主左派同盟政権の成立からしばらくの時
期においては、社会民主主義的な福祉の整備を求める民主左派同盟（SLD）と、キリスト教
的な福祉を追求する連帯選挙行動（AWS）とが、それぞれ支持基盤となる労働組合（旧官製
労組および労働組合「連帯」）の意向を反映する形で、いずれも福祉にある程度配慮する姿
勢を示していた。ただしこの時期は、社会政策に関する明確な方向性はどの政党も有してい
なかったため、福祉に関連する施設の拡充やサービスの提供は十分には進まず（Golinowska 
2009, p. 241）、基本的には選挙で支持を獲得するためのアドホックな現金給付の方が優先さ
れていた（Siemieńska and Domaradzka 2009, pp. 395–396）。
　この状況は 2000 年以降、大きく変化する。まず労働組合はこの時期、産業構造の変化や
それに伴う加盟率の低下によりその政治的な影響力を低下させていった。さらに労働組合の
支持に依拠していた連帯選挙行動および民主左派同盟は、それぞれ財政規律の回復や EU 加
盟を目的としていずれも福祉の切り下げと結びつく改革を行ったことで（23）、もともと高く

 23 例えば民主左派同盟と労働連合（UP）の左派連立政権により 2003 年に実施された家族手当法の
改正では、主として財政支出の削減を目的として、子育て支援から困窮状態にある家族の支援へ
という政策の変化が打ち出された（仙石 2007b, 特に pp. 169–170 と pp. 174–177）。
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はなかった福祉の提供レベルがさらに低下する事態が生じた。これに政治的なスキャンダル
が加わり両党への支持が大きく失われると、2005 年以降はいずれも労働組合との結びつき
が弱く、かつイデオロギー的にも福祉指向が弱いリベラルの「市民プラットフォーム（PORP）」
と保守系の「法と正義（PiS）」が政党システムの中心となり（24）、その結果として切り詰め
られた福祉制度がそのまま現在まで存続することとなる（25）。

4-4.  例外としてのハンガリー
　ハンガリーでは、政党間対立が保守と社会民主主義という軸にあり、この軸においては両
者とも福祉の充実を主張している点では、上に整理した 1990 年代のポーランドと近い状況
にあるが、福祉指向が社会的弱者に対する再配分と結びついておらず、労働をしていない層
に対しては残余的な福祉しか提供されていない点で、他の国とは大きく異なっている。
　現在の政党の対抗関係において 2 大政党の一つである保守系のフィデス（Fidesz）は、そ
の主たる支持層である中間層への配慮および伝統的な家族を重視する政策指向から、所得制
限のない児童手当や子育て家庭への税制優遇などある程度所得がある子育て家族への重点的
な支援や、所得比例の程度の高い年金制度の導入を進めたが、同時にその他の福祉に関して
は福祉と労働のリンク化や各種手当の支給削減（税制優遇重視）など、貧困層にはむしろ厳
しい改革を進めてきた（Tausz 2009, pp. 246–247）。二大政党のもう一方の社会党（MSZP）は、
社会民主主義的な福祉政策として障がい者の機会均等や児童保護に関する制度の整備は進め
ているものの、他方で経済危機への対処に伴う緊縮財政的な政策の実施にあわせて、年金制
度の部分的民営化や失業給付の厳格化などを通して、やはり福祉による給付は抑制する政策
を実施しているために、こちらも福祉による再配分指向は弱くなっている。
　加えてハンガリーの場合、労働組合の政治への影響力が限られていることも、再配分的な
福祉の実現を妨げる要因となっている。フィデスの側はもともと労働組合を敵視していて、
特に 1998 年からの与党の時期には社会協議システムの弱体化や労働規制の緩和などを通して
労働組合の影響力を削減する施策を実施したが、他方の社会党も労働組合との関係を維持す
ることを追求しつつ、政策としては労働者支援に関しても広く若年層や失業者も含めた層へ
の支援を行うことを追求しているため、現在の労働者の利益を重視する労働組合とは利害が
必ずしも一致していないとされる（cf. 仙石 2008a, p. 59）（26）。そのためハンガリーでは、労
働組合がチェコやスロヴァキアのような政治的な影響力を行使することが難しい状況にある。

 24 この間の経緯について、詳しくは仙石（2008b, pp. 310–313）を参照。
 25 なおポーランドの政府社会支出比は 19.2% で、これはバルト 3 国やチェコ、スロヴァキアより高

い値となっているが（補論の表補 -1 を参照）、その支出の半分以上は年金関連の支出である。こ
のように年金関連の支出が多くなっている理由としては、年金制度の改革が労組の影響力が強
かった時期に行われたために、当時の高齢層に対して一定の所得を保障する施策がとられたこと、
および労働者向けとは別の農民向けの年金制度に多額の国家補助を行っていることがある（仙石 
2001; Siemieńska and Domaradzka 2009）。

 26 林（2009, pp. 5–6）はハンガリーの 2 大政党の対立軸に関して、両政党とも経済政策では経済保
護的な立場をとっていると指摘しているが、ハンガリーの場合チェコやスロヴァキアとは異なり、
経済保護的な立場をとることが再配分的な福祉拡充政策を支持することと結びついていないとこ
ろに、その特殊性があると考えられる。
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　ハンガリーでも政党政治が福祉制度の展開と密接に連関しているが、福祉をめぐる 2 大政

党の対立が「伝統的保守」と「リベラル社会民主主義」という特殊な対立軸に依拠している

ために、結果として基礎的な部分の保障が弱く、所得が多い層に手厚い「特殊な（制度の）

ハイブリッドと非効率的な公的資源の利用」という状況が現れることとなる（Tausz 2009, 
pp. 257–258）（27）。

　以上の事例分析から、中東欧諸国における福祉の整備に関しては、政党政治の作用が大き

いことが確認できる。すなわち、主要政党が福祉を拡充することで一致している場合には「包

括保障型」に制度が導入され、主要政党が福祉に関心が低ければ「選別型」となり、福祉が

政党間の対立軸となっている場合には「基礎保障型」の制度となる可能性が高いと考えられ

る。

表 5　福祉の効果に関する指標

ジニ係数 
（2007）

所得上位 2 割
の下位 2 割に
対する所得格

差（2007）

移転前貧
困危機率 
（2007）

移転後貧
困危機率 
（2007）

移転前女性
貧困危機率
（2007）

移転後女性
貧困危機率
（2007）

親のみが育児を行う
比率（2006）

3 歳未満 3 歳～就学
まで

Czech 0.25 3.5 20 10 21 10 79 26
Estonia 0.33 5.5 25 19 27 22 57 11
Hungary 0.26 3.7 29 12 29 12 48 10
Latvia 0.35 6.3 27 21 29 23 70 30
Lithuania 0.34 5.9 26 19 27 21 75 33
Poland 0.32 5.3 27 17 26 17 61 46
Slovakia 0.24 3.5 18 11 19 11 74 20
Slovenia 0.23 3.3 23 12 25 13 28 5

［出典］Eurostat.
　

　ただしこのことは、同じ類型に属する枠組みが同じような効果をもたらすことを意味する

ものではない。この点を明確に表しているのが、福祉制度の効果として考えられる格差や貧

困などの指標をまとめたデータ（表 5）である。これによれば、残余的な福祉枠組みが存在

するポーランドで格差や貧困、あるいは育児の家庭依存といった点で全体にスコアが低いの

を別にすると、包括保障型に属する 3 ヵ国は、いずれも育児の家庭依存率は相対的には低い

ものの、格差や貧困の指標に関しては、比較的望ましいスコアとなっているスロヴェニアと、

 27 ちなみにハンガリーは中東欧諸国の中で唯一、普遍的な生活保障（生活保護）制度を有していない。
その代わりに高齢や障がいなど、事由に応じて個別に生活保障を行う、特定の層のみを対象とし
た選別型の生活保障システムが導入されているが（MISSOC）、このシステムでは若年層が貧困に
さらされる可能性が高くなる。ただそれでも、表 5 に見るようにハンガリーでは社会移転後の貧
困率は相対的に低くなっているが、これには 2002 年に政権に復帰した社会党による、低所得層
向けの家族手当の増額が一定の効果を有していることが指摘されている（Molnár and Galla 2009, 
pp. 135–136）。
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格差や貧困の程度が中東欧の中でもっとも大きいエストニアおよびラトヴィアという対比が

存在しているし、また基礎保障型に属する諸国の間でも、格差や貧困の程度が相対的に低い

チェコおよびスロヴァキアと、その程度が高いリトアニアという対比をみることができると

いうように、制度的には同じグループに属すると考えられる諸国の間で、福祉による社会状

況の改善の程度に相違が存在していることが、明確に示されている。しかも包括保障型およ

び基礎保障型のいずれの事例においても、格差や貧困などのスコアが比較的良好なのは、労

働組合に一定の影響力があり、その結果として政党政治に労働組合の意向が反映されている

国であることも、注目すべき点である。福祉の拡充を求める政党は左派政党には限定されな

いものの、労働組合の支持をうけた左派政党が福祉拡充の主体となっていない場合には再配

分的な福祉が実施されるわけではないということも、ここで確認しておく必要があろう。

　またこの点をふまえるならば、中東欧諸国の福祉政治を分析する際には、労働組合の動向

についても考慮する必要がある。例えばポーランドでは、労働組合の衰退が福祉の残余化と

密接に連関しているし、ハンガリーでも影響力のある左派政党と労働組合の連携が欠如して

いることが、再配分的な要素の少ない福祉制度の構築と結びついている。他方で影響力のあ

る労働組合の間でも、女性比率の高いスロヴェニアの組合と男性の熟練労働者が中心のチェ

コやスロヴァキアの組合とでは制度に対する要求も異なるものとなっていて、これも国ごと

の制度の違いをもたらす要因の一つとして作用している（cf. Carnes and Mres 2007, pp. 872
–875）。労働組合についてはこれまでは、中東欧諸国の政治分析においてはその影響力は限

定的であると考えられてきたが、近年では組織率が低下したことで逆にその組織としての一

体性が強まり、影響力を行使できる可能性が高まっているという議論も提起されている（cf. 
Ost 2009）。このような状況から、現在の福祉をめぐる政党政治の分析においては、労働組

合との関係についても考慮する必要があろう。

5.  結論

　以上の議論から、中東欧諸国における福祉枠組みについては、以下のことが確認できたと

考えられる。

1）中東欧諸国の福祉枠組みを主要な制度の組み合わせという視点で分類した場合、「包括保

障型」、「基礎保障型」、「選別型」、そしてこの類型ではとらえられない、基礎的な保障が弱

く所得のある層に手厚い特殊な組み合わせのハンガリーという区分が見いだされる。

2）基本的には、主要政党の間で福祉を拡充する合意があれば「包括保障型」の制度が形成され、

主要政党の福祉への関心が低ければ「残余型」、そして主要政党の間で対立があると福祉の

内と外が分かれる「基礎保障型」の制度が形成される。ただしこの枠組みは必ずしも固定的

なものではなく、ポーランドの例にみられるように政党や労働組合の影響力に変化があれば、

その枠組みに変化が生じることもある。

3）ただ制度とその効果は分けて考える必要があり、同じ包括保障型、あるいは基礎保障型

の類型に属する諸国の間でも、福祉を推進する政党が左派政党か否か、あるいは労働組合が

福祉の整備に対して影響力を有しているか否かで、その制度の効果は異なるものとなる。
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　今後の課題としては、まずは政党政治と福祉枠組みの連関について、現在の枠組みを中東
欧諸国の事例を超えて比較分析に適用できるようにしていくことが必要となる。東西比較に
関しては最近になって、体系的ではないものの EU 加盟の 27 ヵ国の福祉制度を一定の基準
で比較することを試みたシューベルトらの研究や（Schubert et al. eds., 2009a）、「生活の質

（Quality of life）」を軸に家族政策や労働政策などの比較を行ったアルバーらの研究のように
（Alber et al. eds., 2008）、「拡大 EU」を軸として東西を超える比較を行う研究が現れてはい
るが、これらの研究の多くは今のところ、複雑な現状を整理し、従来のレジーム論のような
議論では拡大 EU の比較研究は難しいことを指摘する段階にとどまっている。今後は福祉レ
ジーム論を超えて、より包括的に福祉制度を分析できるような、洗練された枠組みを構築し
ていくことが必要となろう。

表 6　中東欧諸国の女性の就労率の変遷

　 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
Czech Republic 58.7 57.4 56.9 56.9 57.0 56.3 56.0 56.3 56.8 57.3 
Estonia 60.3 57.8 56.9 57.4 57.9 59.0 60.0 62.1 65.3 65.9 
Hungary 55.1 53.9 53.8 55.7 56.8 57.9 58.5 59.3 62.4 64.4 
Latvia 58.6 59.4 57.7 56.2 57.2 58.4 57.8 59.4 61.0 62.2 
Lithuania 47.2 49.0 49.7 49.8 49.8 50.9 50.7 51.0 51.1 50.9 
Poland 51.7 51.2 48.9 47.7 46.2 46.0 46.2 46.8 48.2 50.6 
Slovakia 53.5 52.1 51.5 51.8 51.4 52.2 50.9 50.9 51.9 53.0 
Slovenia 58.6 57.7 58.4 58.8 58.6 57.6 60.5 61.3 61.8 62.6 

［出典］Eurostat

　また別の課題として、「求める福祉の相違」を説明する重要な要因として、福祉における
「ジェンダー」の作用についても今後は検討を行う必要があると考えられる。参考として、
本稿で取り上げた中東欧 8 カ国の女性の就労率のデータをみると（表 6）、中東欧諸国の中
で女性の就労率が高いのは包括保障型の福祉が導入されている 3 カ国と、ある程度所得があ
る層に有利な制度が導入されているハンガリーで、逆に女性の就労率が相対的に低いのは基
礎保障型の 3 カ国と残余型のポーランドとなっている。しかもこの相違は、労働組合が女
性の就労や機会均等を求めるエストニアやスロヴェニアと、組合が男性稼ぎ手モデルを前提
として労働者の雇用や生活の保障を求めるチェコやスロヴァキアという対比とも連関してい
る。この福祉とジェンダーの連関については、別稿において議論することを予定している。

< データベース（2010 年 1 月 10 日接続を確認）>
EUROSTAT:

 <http://epp.eurostat.ec.europa.eu/portal/page?_pageid=1090,30070682,1090_33076576&_dad=portal&_schema=

PORTAL>
LABORSTA: < http://laborsta.ilo.org/>
MISSOC: < http://ec.europa.eu/employment_social/spsi/missoc_en.htm>
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補論　福祉レジームに関連するマクロな指標に基づく、EU 加盟 23 ヵ国の
位置づけの試み

　ここでは以下の 7 つの、「福祉レジーム」と密接に関連する指標を元に、EU 加盟 23 ヵ国

（現加盟国 27 ヵ国のうちブルガリア、キプロス、マルタ、ルーマニアを除く）について因子

分析を行った（データは表補－ 1 を参照）。

1）政府支出における社会支出の比率

2）社会支出費における資力調査（ミーンズテスト）付の給付の比率

3）労働組合の組織率

4）女性就労率

5）社会保障費における国庫負担の比率

6）積極的労働市場政策への支出の割合

7）公的部門で雇用される労働者の比率

　まず政府支出における社会支出の比率は、一般に社会民主主義レジームが高く、自由主義

レジームが低くなり、そして保守主義レジームはその中間（ただしやや社会民主主義寄り）

となることが想定される。資力調査付の給付比率と労働組合組織率は自由主義レジームと他

のレジームを区別する指標で、必要な層への最低限の給付を中心とする自由主義レジームで

は他のレジームに比べて資力調査付の給付の比率が高くなり、他方で労働市場の柔軟性が高

いことから、集団として権利を守るための労働組合の組織率は低くなる傾向がある。次に女

性就労率と社会保障費における国庫負担比率は、保守主義レジームと他のレジームを区別す

る指標である。男性稼ぎ手モデルを採用する保守主義レジームでは女性就労率は他のレジー

ムに比べて低くなり、また労使負担を原則とする職域ごとの社会保障制度の存在を前提とす

る保守主義レジームでは、国家が最低限の給付を保障するために社会保障の国庫負担率が高

くなる社会民主主義および自由主義レジームに比べて、国家による補助の比率が低くなる傾

向にある。そして積極的労働政策支出と公的部門での雇用比率は社会民主主義レジームと他

のレジームを区別する指標で、就労支援と公的部門での福祉提供が重視される社会民主主義

レジームでは、いずれの割合も他のレジームに比べて高くなる傾向がある。

　この 7 つの変数をもとに因子分析を行った結果が、表補－ 2、補－ 3、および図 1 である。

共通性の推定には SMC 法を用い、バリマックス回転を行っている。因子の数については、

第 1 因子が固有値 2.9、寄与率 41.4%、第 2 因子が固有値 1.04、寄与率 14.9% であるのに

対して、第 3 因子は固有値 0.26、寄与率 3.65%、第 4 因子は固有値 0.19、寄与率 2.7% と

明確な差があることから、ひとまず第 2 因子までを考慮している。第 1 因子に影響を与えて

いる主な変数は、社会政策支出費、労組組織率、社会保障国庫負担、積極的労働政策支出、

そしてやや値が低くなるが女性就労率である。この第 1 因子の値が高い国はいわゆる社会民

主主義レジームに属する国で、以下保守主義レジーム、自由主義レジーム、南欧諸国と続い

ていることから、この第 1 因子は福祉レジームにおける位置づけを表していると考えられる。

第 2 因子に属する変数は、社会給付における資力調査費の比率と公的部門の雇用で、両者の

符号が逆向きであることから、国家による福祉の供給が普遍的か（公的部門での雇用比率が
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高く、給付における資力調査の比率が低い）、あるいは限定的か（公的部門の雇用比率が低く、
給付における資力調査比率が高い）を示すと考えられる。この第 2 因子については、社会民
主主義レジームに属する国が高く、保守主義、自由主義、そして南欧諸国が低い値を示して
いるが、中東欧諸国については社会民主主義レジームと同じレベルの普遍性を示している。
　結果をまとめたものが図 1 である。これに従えば、ルクセンブルク以外の 22 ヵ国はおお
むねレジーム論に沿ったグループ分けが可能になり、中東欧諸国についても、その水準は総
じて南欧諸国と同じレベルの低さながら、北欧諸国と同じ程度の普遍性を有しているという
点で、他の「福祉レジーム」とは区別される別の「ポスト共産主義福祉レジーム」のような
ものを構成している可能性が高いということになる。ただし本文での議論の通り、このよう
な「レジーム」の存在は本稿では想定していない。

表　補− 1　EU23 ヵ国の福祉レジーム関連指標

政府支出
における
社会支出

比率

社会支出
における
資力調査

比率

労働組合
組織率

女性の
就労率

社会補償
保険料

での国庫
負担率

積極的労
働政策

支出 GDP
比

公的部門
での雇用

比率

Austria 28.5 6.7 33.0 50.1 9.3 0.7 13.6
Belgium 30.1 3.7 49.0 41.6 9.2 1.2 31.2
Czech Republic 18.7 5.2 22.0 46.1 3.6 0.3 21.6
Denmark 29.1 3.0 80.0 58.2 20.6 1.4 33.8
Estonia 12.4 0.8 14.0 51.7 2.4 0.1 25.2
Finland 26.2 9.8 71.0 52.5 12.8 0.9 26.8
France 31.1 14.5 8.0 46.2 9.5 0.9 30.0
Germany 28.7 12.5 18.0 47.2 10.6 0.9 14.5
Greece 24.2 7.6 20.0 36.7 7.9 0.2 22.6
Hungary 22.3 4.6 17.0 40.0 9.6 0.3 31.4
Ireland 18.2 24.3 38.0 50.8 10.2 0.7 17.7
Italy 26.6 4.8 34.0 34.8 11.2 0.4 14.7
Latvia 12.2 1.4 16.0 49.2 4.9 0.2 33.9
Lithuania 13.2 1.8 14.0 48.1 5.7 0.3 36.3
Luxembourg 20.4 3.0 48.0 46.3 10.2 0.4 16.6
Netherlands 29.3 12.2 25.0 55.5 6.7 1.2 27.3
Poland 19.2 5.2 17.0 39.6 6.7 0.5 28.4
Portugal 25.4 11.5 17.0 50.8 11.7 0.6 14.3
Slovakia 15.9 5.9 30.0 43.2 4.5 0.3 24.1
Slovenia 22.8 9.1 44.0 49.4 6.9 0.3 29.4
Spain 20.9 12.9 16.0 41.9 7.6 0.7 14.6
Sweden 30.7 2.8 77.0 63.0 16.6 1.3 34.4
United Kingdom 26.4 15.4 29.0 53.1 13.1 0.3 20.2
 ［出典］労働組合組織率は 2004 年のデータで Eurofound 2007、公的部門での雇用比率は 2006 年（一
部 2005 年以前）のデータで、ILO のデータベース Laborsta (http://laborsta.ilo.org/）、他は Eurostat に
よる 2006 年のデータ。
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表　補− 2　因子負荷量行列（因子抽出法：SMC 法、バリマックス回転後）

第 1 因子 第 2 因子
社会政策支出費 0.74 –0.38 
資力調査費 0.11 –0.61 
労組組織率 0.76 0.29 
女性就労率 0.55 0.23 
社会保障国庫負担 0.84 –0.08 
積極的労働政策 0.85 –0.06 
公的部門雇用 0.15 0.62 

［出典］　表　補－ 1 より筆者計算。

表　補− 3　因子得点の推定値

第 1 因子 第 2 因子 第 1 因子 第 2 因子
Austria 0.27 –0.74 Latvia –1.09 1.34 
Belgium 0.86 0.32 Lithuania –1.01 1.30 
Czech Republic –1.00 0.20 Luxembourg –0.05 0.29 
Denmark 2.41 1.07 Netherlands 0.57 –0.43 
Estonia –1.44 0.99 Poland –0.71 0.28 
Finland 1.08 0.42 Portugal 0.08 –1.06 
France 0.29 –1.04 Slovakia –0.92 0.54 
Germany 0.30 –1.31 Slovenia –0.30 0.37 
Greece –0.75 –0.52 Spain –0.38 –0.85 
Hungary –0.53 0.16 Sweden 2.15 1.08 
Ireland 0.08 –0.77 United Kingdom 0.19 –0.93 
Italy –0.11 –0.71 

［出典］表　補－ 1 より筆者計算


